
いのちを守る
自治体防災･減災戦略
～大規模災害が伝える事実と実効対策～

日　時

会　場

講　師

対　象

関係部門へご回覧ください

交流研究会 東京開催

日本経営協会内専用教室（東京・代々木）　東京都渋谷区千駄ヶ谷 3－11－8（下図参照）
平成31年2月5日㈫ 13：00～17：00 

行政・地方自治体の危機管理課・総務課・政策課・市民課・福祉課・都市整備課等のご担当者、地方議会議員、
企業・団体の危機管理課・総務課・企画課・社長室のご担当者等

開催にあたって

跡見学園女子大学　観光コミュニティ学部コミュニティデザイン学科　教授
（元）板橋区　　危機管理担当部長　鍵屋　一 氏
（元）気仙沼市　総務部危機管理監　兼　危機管理課長
アジア航測株式会社　東北インフラマネジメント技術部　技師長　佐藤　健一 氏

　阪神淡路大震災から約24年、東日本大震災から間もなく8年、熊本地震、大阪府北部地震、北海道胆振東部地震等
の発生、毎年のように発生する台風・豪雨災害と、日本全国に災害が多発しています。大規模災害時における自治体
の命題は、地域の住民等の『いのちを守る』ことです。そのためには、自助・共助・公助がそれぞれにレベルを上げる
とともに、強力で実効性のある連携が必要です。また、生死を分けるタイムリミットを見据えた対策や、発生時の
初動体制づくり、災害関連死の防止対策、そして何より災害時に的確な判断のできる人材を育成することが重要です。
　このような状況を鑑み、本会では大規模災害時において、地域の住民・職員社員もちろん家族の方々の『いのちを守る』
ことを至上目的とした研究会を開催します。行政・自治体および団体・企業の皆様のご参加をお待ちしております。

申込・支払方法

キャンセルについて

参加料（テキスト・資料代含む） 合　計参加料 消費税

日本経営協会  会員 無　　料
5,400円5,000円 400円一　　　般　（1　名）

申込要領

お申込み
・

お問合せ先

一般社団法人日本経営協会 東京本部 公務研修G宛
FAX（03）3403－1130 平成 31 年　　月　　日 事務局

使用欄 №

（氏名）フリガナ

（E-mail）

（所属・役職）

団体名
TEL（　　　　）　　　　－
FAX（　　　　）　　　　－

□日本経営協会会員　□一般
（該当する□に✓印をお付け下さい）

所在地

参 加 者 氏 名 所属・役職名 E-mail

〒

フリガナ

フリガナ

フリガナ

※参加申込書にご記入いただいた個人情報は、右記の目的に使用させていただきます。①参加券や請求書の発送などの事務処理　②セミナー・イベントなどの本会事業のご案内　※なお、②がご不要の場合は□にチェックしてください。　□不要
※今後、E-mailによるご案内も予定しています。ご希望の方は、E-mailアドレスをご記入ください。
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H31.2.5
13：00開講
NOMA

参加申込書 NOMA交流研究会「いのちを守る自治体防災･減災戦略」

参加申込書に必要事項をご記入のうえ、郵送又はFAXにてお申込みください。追って、会員の方
には参加券のみを、一般の方には振込口座名を記載した請求書と参加券を連絡担当者までお
送りします。開催日1週間前までに不着の場合は必ず電話にてご確認ください。
●振込手数料は貴団体にてご負担ください。また、領収書は「振込金受領書」をもってかえさせ
ていただきますのでご了承ください。

開催日の3営業日前からは30％、開催当日は100％をキャンセル料として申し受けます。なお、当日ま
でに連絡が無く欠席の場合は、100％のキャンセル料となりますので、あらかじめご了承ください。

60012218

〒151－0051　東京都渋谷区千駄ヶ谷3－11－8　
TEL（03）3403－1891（直）　FAX（03）3403－1130　
URL http://www.noma.or.jp/東京本部　公務研修G（担当：福岡・浅見）



いのちを守る自治体防災･減災戦略
～大規模災害が伝える事実と実効対策～

プログラム

会員数は全国約900社で、民間企業を中心に、行政体・私学・病院・JAなど業種は多岐にわたります。
会員には様々な特典がございます。

2019年度交流研究会へ無料でご招待します。
公開研修（セミナー）などで優先参加・会員価格が適用されます。通信教育で会員受講料が適用されます。
経営情報誌「オムニマネジメント」（月1回発行）や各種調査報告書（年2回）等をお送りします。

会員とは

１．近年の大規模災害と自治体災害対応の実際
①近年の大規模災害の課題と教訓②高齢社会等に伴う社会の脆弱化と自治体災害対応の限界

２．自助と共助を含めた自治体の防災マネジメント
①防災マネジメントの意義と解説　　②コミュニティを中核とした地域防災の実例と手法
③福祉事業者を中核とした要配慮者支援の実例と手法　④地区防災計画による地域防災力強化の実例と手法

３．災害応急対策のポイント、事業継続計画（BCP）と受援計画
①重要な応急対策のポイント開設②自治体事業継続計画（BCP）と受援計画の意義と作成方法　　　　　

＜参加者の皆様からご質問・ご意見を募ります＞

13：00～14：20

16：00～17：00

講演１　安全は地域でつくる～東日本大震災における対策と教訓～
　　(元)　気仙沼市　総務部危機管理監　兼　危機管理課長
　　アジア航測株式会社　東北インフラマネジメント技術部　技師長　佐藤　健一 氏

14：30～15：50 講演２　いのちを守る自治体防災･減災戦略
　　跡見学園女子大学　観光コミュニティ学部コミュニティデザイン学科　教授
　　（元）板橋区　危機管理担当部長　鍵屋　一 氏

１．震災前の気仙沼市の取り組み
２．東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）の実態
３．今後への備え－復旧・復興－
＜参加者の皆様からご質問・ご意見を募ります＞

対談・ディスカッション・まとめ
いのちを守る自治体防災･減災戦略ミーティング
災害対策・危機管理において様々なご経験をお持ちで、「防災減災レジェンド」の講師の
方々による対談と、ご参加者からのご質問回答や意見交換等によるディスカションを実
施します。　
 鍵屋　一 氏、佐藤　健一 氏

講師プロフィール

気仙沼市総務部危機管理監兼危機管理課長を経て2012年7月末退職。2012年10月から現職。技術士（水産部門）。
震災前に水産庁「漁業地域防災対策検討委員会」委員，国土交通省「沿岸部と背後地の連携による総合的な津波災害
軽減方策検討委員会」委員等、震災後に(一般)河川情報センター｢津波避難検討委員会｣委員の他、名古屋大学大学
院非常勤講師等を務め、現在は高知県黒潮町の防災アドバイザー等を務める。著書等に「いま被災地から訴えたい
こと」「地域防災力の向上を目指して」「気仙沼市における明治・昭和三陸津波関係碑（白幡勝美共著）」など 佐藤　健一 氏

鍵屋　一 氏

講師プロフィール

早稲田大学法学部卒業、京都大学博士（情報学）。板橋区福祉部長、危機管理担当部長（兼務）、議会事務局長などを
経て2015年3月退職。2015年4月から跡見学園女子大学観光コミュニティ学部教授、内閣府「災害時要援護者の避
難支援に関する検討会委員」、内閣府地域活性化伝道師、（一社）福祉防災コミュニティ協会代表理事、（一社）マン
ションライフ継続支援協会副理事長、（一社）防災教育普及協会理事など。著書に『図解よくわかる自治体の防災･危
機管理のしくみ』『地域防災力強化宣言』『福祉施設の事業継続計画（BCP）作成ガイド』（編著）など


